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8移動通信システムの発展

◼移動通信システムは、第１世代ではアナログ音声通信であったが、40年間で急速に技術が進展。クラウド、ビッグデータ、
IoT、AIといった新しい技術とも結びついて、新たな多様なサービスが登場。

◼現在、携帯電話・BWAの契約数は、1億9,446万(2021年３月末、グループ内取引調整後)となっている。

◼さらに、第５世代移動通信システム（５Ｇ）やローカル５G、Beyond 5Gなど、需要の増大やニーズの多様化・高度化と
ともに進化を続け、超高速化・大容量化等が進展。











13公共用周波数の有効利用方策

（１）公共用周波数の利用状況の検証
分類 システム名 今後の方向性

他の用途で
の需要が顕
在化してい
る周波数を
使用する
システム

① 1.2GHz帯画像伝送用携帯局 ◎廃止
② 5GHz無線アクセスシステム ◎廃止
③ 気象レーダー(C帯) ○周波数共用
④ 6.5GHz帯固定マイクロ ○周波数共用
⑤ 携帯TV用 ◎廃止
⑥ 40GHz帯固定マイクロ ◎周波数移行
⑦ 38GHz帯FWA ○周波数共用
⑧ 不公表システムA ◎周波数移行
⑨ 不公表システムB ○周波数共用

アナログ方
式を用いる
システム

① 路側通信用 ○デジタル化
(うち1省庁は廃止)

② 60MHz帯テレメ－タ ◎廃止
③ テレメ－タ ○デジタル化
④ 水防用 ○デジタル化
⑤ ダム・砂防用移動無線 ○デジタル化
⑥ 水防道路用 ◎廃止
⑦ 中央防災150MHz ○デジタル化
⑧ 部内通信（災害時連絡用） ○デジタル化
⑨ 気象業務用音声通信 ○デジタル化
⑩ 石油備蓄 ○デジタル化

⑪ 150MHz帯防災相互波 ○デジタル化
(うち1省庁は廃止)

⑫ 400MHz帯リンク回線(水防道路用) ◎廃止
⑬ 中央防災400MHz ○デジタル化

⑭ ヘリテレ連絡用 ○デジタル化
(うち2省庁は廃止)

⑮ 気象用ラジオロボット ○デジタル化

⑯ ヘリテレ ○デジタル化
(うち1省庁は廃止)

⑰ MCA方式(K-COSMOS) ◎廃止
⑱⑲⑳㉑㉒ 不公表システム
C/D/E/F/G ○デジタル化

関係省庁ヒアリング結果概要（まとめ）

（２）公共業務用無線局のデジタル化などに係る検討の推進

◼ アナログ方式を用いるシステムについては、各システム共通

で採用可能なデジタル方式等の導入に必要な技術的

条件の検討や、PS-LTEなどの共同利用型システムや他

の既存システムでの代替可能性について、総合的な検

証・評価を速やかに実施することが必要。

◼ 国が運用する公共業務用無線局について、「廃止」「周波
数移行」「周波数共用」又は「デジタル化」といった周波数
の有効利用に向けた取組の方向性を確認。

◼ これにより、 他用途での需要が顕在化している周波数約
1,200MHz幅について、５Gなどの携帯電話や無線LAN
などのサービスで新たに利用できることとなる見込み。

◼ 関係省庁は以下のとおり。

内閣府、警察庁、消防庁、農林水産省、経済産業省、
国土交通省、気象庁、海上保安庁、防衛省



14電波利用料制度の見直し

電波利用料の使途

電波利用料制度の概要

◼ 電波利用料制度は、電波法の規定により、少なくとも
３年ごと※に検討を加え、必要があると認めるときは当該
検討の結果に基づいて所要の措置を講ずることとされて
いる。

※現在の電波利用料額は、令和元年度に施行されている。令和４年度が前
回の見直しから３年目にあたる。

・携帯電話等事業者

・放送事業者

・衛星通信事業者

・アマチュア無線

など

主な使途 主な免許人

電波利用料の支払
（免許人による費用負担）

・電波監視の実施

・総合無線局監理ｼｽﾃﾑの
構築・運用

・電波資源拡大のための
研究開発等

・電波の安全性調査

・携帯電話等エリア整備事業

など

◼ 現行の電波利用共益事務の趣旨を前提としつつ、着実に取り組むことが基本。

◼ 新たに、電波利用料を活用したBeyond 5Gに向けた産学官が行う研究開発等の支援を効率的に実施

電波の適正な
利用の確保

（電波利用共益事務）

〇今後３年間（令和４年度～６年度）の電波利用共益費用及び無線局の開設状況の見込みを勘案した
電波利用料の料額の改定を行う。

〇電波利用料の使途として、Beyond 5G（いわゆる6G）に向けた研究開発等のための補助金の交付を
可能とする見直しを行う。



２． 規制改革実施計画（本年６月18日）

を踏まえた取組について
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（12）Society 5.0の実現に向けた電波・放送制度改革のあり方

18 電波の有効利用

a 総務省は、関係府省庁・機関（内閣府、警察庁、消防庁、厚生労働省、国土交通省、

海上保安庁、防衛省、指定公共機関等）が共同利用できる公共安全LTEについて、

現在実施中の実証試験を踏まえ、早期に実現する。

b 総務省は、異なる無線システム間において地理的・時間的に柔軟な周波数の共用を

可能とするダイナミック周波数共用システムを実用化する。

c 総務省は、十分に有効利用されていない帯域について周波数の返上を促進する観点から、

電波利用の適正な対価・インセンティブ等をレバレッジとし、実効的な仕組みを構築する。

d 総務省は、特定基地局開設料制度に基づく周波数割当を着実に実施する。

e 総務省は、電波オークション制度について、デメリットとされている事項に対する諸外国の

対応も含め、エビデンスに基づく具体的かつ総合的な事例調査を行い、報告書を取りまとめる。

規制改革実施計画（令和３年６月18日） （抜粋）

a,c：令和3年度検討・結論、結論を得次第速やかに措置

b,d,e：令和3年度措置
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• ５G等の電気通信業務用の周波数の割当て（開設計画の認定）に当たり、従来の比較審査項目（カバー
率、MVNO促進等）に、周波数の経済的価値を踏まえて申請者が申し出る周波数の評価額を追加して、
総合的に審査することができるよう規定を整備。

• 認定を受けた事業者は申し出た金額（特定基地局開設料）を国庫に納付することとし、特定基地局開設
料の収入はSociety 5.0の実現に資する施策に充てる。

• 特定基地局開設料制度の創設を盛り込んだ「電波法の一部を改正する法律案」を第198回通常国会に提
出し、令和元年５月10日に成立。

• 令和３年４月の1.7GHz（東名阪以外）の周波数の割当てに当たり、初めて適用した。
• 令和３年度に実用化するダイナミック周波数共用システム、現在検討している周波数の再割当制度も含め、
特定基地局開設料制度による周波数割当てを着実に実施。

特定基地局開設料制度について

周波数の経済的価値を踏まえた割当手続

Society5.0の実現に資する施策に充当

①電波を使用する高度情報通信ネットワークの整備促進
②当該ネットワーク上に流通する情報の活用による高付加価値の創出促進
③当該高付加価値の活用による社会的諸課題の解決促進

比較審査項目

※従来と同様、合計点の
高い者に割り当てる。

割当てを受けた者は、申し出た額
（特定基地局開設料）を国庫に納付

申請者は周波数を利用して
得られる将来の収益の割引現在
価値等に基づき経済的価値を評価

※特定基地局開設料は、認定の期間中、毎年度、一定額を納付。
本年４月の1.7GHz東名阪以外バンド認定により、今後７年間、
年額67億円が納付される（初年度分は既に納付済）。

※特定基地局開設料の使途は法定。

見直し後

エリア展開 ○点

サービス ○点

周波数の経済的価値 ○点

指定済周波数等 ○点

合計 ○点










